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（％）
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2020年度 2020年度 2020年度 2020年度 2020年度2021年度

格付適用無し 格付適用無し

2021年度 2021年度 2021年度 2021年度 2021年度

当期増加額

2020年度

期末残高
貸出金償却

個　　　別　　　貸　　　倒　　　引　　　当　　　金

エクスポージャーの額

当　期　減　少　額

2021年度

目的使用 そ の 他
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【業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の額等】 （単位:百万円）

製 造 業 47 103 103 185 － － 47 103 103 185 － 1
農 業 、 林 業 － － － － － － － － － － － －
漁 業 － － － － － － － － － － － －
鉱業、採石業、砂利採取業 － － － － － － － － － － － －
建 設 業 450 424 424 367 26 － 424 424 424 367 26 －
電気・ガス・熱供給・水道業 － － － － － － － － － － － －
情 報 通 信 業 － － － － － － － － － － － －
運 輸 業 、 郵 便 業 8 7 7 7 － － 8 7 7 7 － －
卸 売 業 、 小 売 業 39 10 10 11 25 8 13 2 10 11 33 13
金 融 業 、 保 険 業 － － － － － － － － － － － －
不 動 産 業 278 147 147 160 126 － 151 147 147 160 226 7
物 品 賃 貸 業 － － － － － － － － － － － －
学術研究,専門・技術サービス業 － － － － － － － － － － － －
宿 泊 業 － － － － － － － － － － － －
飲 食 業 － 1 1 32 － － － 1 1 32 － －
生活関連サービス業、娯楽業 － － － － － － － － － － － －
教育、学習支援業 － － － － － － － － － － － －
医 療 、 福 祉 9 10 11 11 － － 9 10 10 11 － －
その他のサービス 54 44 44 58 － － 54 44 44 58 188 －
国・地方公共団体等 － － － － － － － － － － － －
個 人 7 18 18 17 － － 7 18 18 17 2 －
合 計 892 767 767 850 177 8 714 759 767 850 477 22

（注）1．当金庫は、国内の限られたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。
2．業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

【リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等】 （単位:百万円）

0％ － 92,482 － 99,728
10％ － 36,563 － 36,974
20％ 2,400 163,796 2,901 172,143
35％ － 1,257 － 1,139
50％ 12,979 2,582 18,552 1,135
75％ － 37,649 － 37,456
100％ 6,745 120,007 4,446 119,631
150％ － 12 － 33
200％ － － － －
250％ － 625 － 576

1,250％ － － － －
合　　　　計 477,102 494,718

（注）1．格付は適格格付機関が付与しているものに限ります。
2．エクスポージャーは信用リスク削減手法適用後のリスク・ウェイトに区分しています。
3．コア資本に係る調整項目となったエクスポージャー（経過措置による不算入部分を除く）は含まれておりません。
4．CVAリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。
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自己資本の充実の状況等について（バーゼルⅢ第3の柱）

◆ 信用リスク削減手法に関する事項 ◆
【信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー】 （単位:百万円）

信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー 3,353 3,120 9,737 9,971 － －
（注）当金庫は、適格金融資産担保について簡便手法を用いています。

◆ 派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項 ◆
　2020年度、2021年度ともに該当する取引はありません。

◆ 証券化エクスポージャーに関する事項 ◆
【保有する証券化エクスポージャーの額】
1．オリジネーターの場合　　2020年度、2021年度ともに該当する取引はありません。
2．投資家の場合　　　　　　2020年度、2021年度ともに該当する取引はありません。

◆ 出資等エクスポージャーに関する事項 ◆
【貸借対照表計上額及び時価等】 （単位:百万円）

上 場 株 式 等 3,255 3,255 4,168 4,168
非上場株式等 1,727 1,727 1,621 1,621
合 計 4,982 4,982 5,789 5,789

（注）1．貸借対照表計上額は、期末日における市場価格等に基づいております。
2．上記の「上場株式等」は、上場株式のほか信金中央金庫優先出資証券、株式関連投資信託です。
3．上記の「非上場株式等」は、非上場株式のほか信金中央金庫出資金等です。

【出資等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額】
（単位:百万円）

売 却 益 83 9
売 却 損 6 14
償 却 35 －

（注）損益計算書における損益の額を記載しております。

【貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額】
（単位:百万円）

評 価 損 益 341 282
（注）上場株式のほか信金中央金庫優先出資証券、株式関連投資信託の評価損益です。

【貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額】
（単位:百万円）

評 価 損 益 － －

◆ リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項 ◆
（単位:百万円）

ルック・スルー方式を適用するエクスポージャー 8,388 8,756
マンデート方式を適用するエクスポージャー － －
蓋然性方式（250％）を適用するエクスポージャー － －
蓋然性方式（400％）を適用するエクスポージャー － －
フォールバック方式（1250％）を適用するエクスポージャー － －

◆ 金利リスクに関する事項 ◆ （単位:百万円）

項番
イ ロ ハ ニ

ΔEVE ΔNII
当期末 前期末 当期末 前期末

1 上方パラレルシフト 6,706 6,326 △ 68 △ 118
2 下方パラレルシフト 0 0 46 34
3 スティープ化 6,562 6,167
4 フラット化
5 短期金利上昇
6 短期金利低下
7 最大値 6,706 6,326 46 34

ホ ヘ
当期末 前期末

8 自己資本の額 24,919 23,873
（注）1．金利リスクの算定手法の概要等は、「定性的な開示事項」の項目に記載しております。
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◆ 当金庫の自己資本の状況 ◆

（1）自己資本調達手段の概要
　当金庫の自己資本は、内部留保による資本の積み上げである「利益剰余金」のほか、地域のお客さまからお預かりしている出資
金等により構成されています。2021年度末の自己資本249億19百万円のうち、利益剰余金は236億円、出資金は11億61百万円
となっております。

（2）自己資本の充実度に関する評価方法の概要
　当金庫はこれまで、内部留保による資本の積み上げ等を積極的に行うことにより自己資本を充実させ、充分な経営の健全性・安
全性を保ってまいりました。
　将来の自己資本の充実策につきましても、年度毎に掲げる収支計画に基づいた業務推進を通じ、そこから得られる利益による
資本の積み上げを第一義的な施策と考えております。
　なお、収支計画については、貸出金計画に基づいた利息収入や市場環境を踏まえた運用収益など、当金庫を取り巻く経営環境を
総合的に勘案したうえで策定しております。

◆ 信用リスクに関する事項（証券化エクスポージャーを除く） ◆
（1）リスク管理の方針及び手続きの概要

　信用リスクとは、取引先の倒産や財務状況の悪化などにより、当金庫の資産の価値が減少あるいは消失し、損失を受けるリスク
のことをいいます。
　当金庫では、信用リスクを管理すべき最重要のリスクであるとの認識のもと、安全性・公共性・流動性・成長性・収益性という「融
資の5原則」に則った厳正な与信判断を行うべく、与信業務の普遍的かつ基本的な理念・指針・規範等を明示した「クレジットポリ
シー」を制定し、広く役職員に理解と遵守を促すとともに、信用リスクを確実に認識する管理態勢を構築しております。

（2）信用リスクの評価
　信用リスクの評価は、小口多数取引の推進によるリスク分散のほか、与信ポートフォリオ管理として、信用格付別や自己査定に
よる債務者区分別、業種別、さらには与信集中によるリスクを抑制するための大口与信先管理など、さまざまな角度からの分析に
注力しております。
　また、当金庫では、信用リスクを計測するにあたっては、信用リスク計測システムを導入し、リスク計量をベースとした統合的
リスク管理態勢の整備を行っております。
　なお、個別案件の審査・与信管理にあたっては、審査管理部門と営業推進部門を互いに分離し、相互に牽制が働く体制を構築し
ております。

（3）貸倒引当金
　信用コストである貸倒引当金は「自己査定基準」および「償却・引当規程」に基づき、自己査定における債務者区分ごとに算定し
ております。
　一般貸倒引当金については、正常先、要注意先、要管理先の債務者区分ごとの債権額にそれぞれ貸倒実績率に基づいた予想損失
率を乗じて算出し、個別貸倒引当金については、破綻懸念先に対しては非保全額のうち将来見込まれるキャッシュフロー額を控
除した金額を、また実質破綻先および破綻先に対しては非保全額の全額を引当しております。
　なお、それぞれの結果につきましては、監査法人の監査を受けるなど、適正な計上に努めております。

（4）リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関
　リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関は以下の4つの機関を採用しております。なお、エクスポージャーの種類ごと
に適格格付機関の使い分けは行っておりません。

　　・株式会社格付投資情報センター（R&I）
　　・株式会社日本格付研究所（JCR）
　　・ムーディーズ・ジャパン株式会社（Moody’s）
　　・S＆Pグローバル・レーティング・ジャパン株式会社（S&P）
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自己資本の充実の状況等について（バーゼルⅢ第3の柱）

◆ 信用リスク削減手法に関する事項 ◆
（1）信用リスクと与信審査方針

　信用リスク削減手法とは、金庫が抱えている信用リスクを軽減するための措置をいい、具体的には預金担保、有価証券担保、保
証などが該当します。
　当金庫は、融資の基本方針（クレジットポリシー）において「適切な融資慣行の確立」を掲げており、融資の取上げに際しては、資
金使途、返済原資、財務内容、事業環境、経営者の資質など、さまざまな角度から可否の判断を行っております。
　リスク管理の観点から、お客さまの財務状況等によっては、担保や保証による保全措置を講じておりますが、これはあくまでも
補完的な措置と考えており、担保または保証に過度に依存しない融資の取上げ姿勢に徹しております。また、与信審査の結果、担
保または保証が必要な場合には、お客さまへの充分な説明とご理解をいただいたうえでご契約いただくなど、適切な取扱いに努
めております。

（2）信用リスク削減手法
　信用リスク削減手法として当金庫が扱う主要な担保には、預積金や上場株式等があり、当該担保に関しては、当金庫が定める

「貸付事務規程」等により、適切な事務処理ならびに適正な評価を行っております。
　また、当金庫が扱う主要な保証としては、大阪信用保証協会による保証のほか、金融機関エクスポージャーとして適格格付機
関が付与している格付により信用度を判定する一般社団法人しんきん保証基金による保証などがあります。
　お客さまが期限の利益を失われた場合には、全ての与信取引の範囲において、預金相殺等を用いる場合がありますが、その際
には、当金庫が定める「貸付事務規程」や各種約定書等に基づき、適切な取扱いに努めております。
　なお、信用リスク削減手法の適用に伴う信用リスクの集中に関しては、特に業種やエクスポージャーの種類に偏ることなく
分散されています。

◆ 派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項 ◆
　派生商品取引には、市場の変動により損失を受ける可能性のある市場リスクや、取引相手方が支払不能になることにより損失
を被る可能性のある信用リスクが内包されております。具体的な派生商品取引には、通貨関連取引としてクーポンスワップ取引、
為替先物予約取引、有価証券（債券、株式）関連取引として債券先物取引、株価指数先物取引等があります。
　当金庫では現在、派生商品取引及び長期決済期間取引は該当ありません。

◆ 証券化エクスポージャーに関する事項 ◆
（1）リスク管理の方針及び手続きの概要

　証券化とは、金融機関が保有するローン債権や企業が保有する不動産など、それらの資産価値を裏付に証券として組み替え、第
三者に売却して流動化することを指します。一般的に証券化取引に関する役割としては、証券の裏付となる原資産の保有者であ
るオリジネーターと、証券を購入する側である投資家に大きく分類されます。
　当金庫においては、有価証券等投資の一環として証券を購入する場合、当金庫が定める「余裕資金運用規程」に基づき、投資対象
を一定の信用力を有するものに限定し、適正な運用・管理を行っております。
　当金庫では現在、証券化エクスポージャーに関する取引は該当ありません。

◆ オペレーショナル・リスクに関する事項 ◆
（1）リスク管理の方針及び手続きの概要

　オペレーショナル・リスクは、業務運営上、可能な限り回避すべきリスクであり、当金庫では各種リスク管理規程を踏まえ、組織
体制及び管理の仕組みを整備するとともに、定期的に収集したデータの分析・評価を行い、リスク発生の未然防止及び発生時の影
響度の極小化に努めております。
　特に、事務リスクについては、本部・営業店が一体となり、厳正な事務取扱要領の整備、その遵守を心掛けることはもちろんのこ
と、日頃の事務指導や研修体制の強化、さらには牽制機能としての事務検証などに取組み、事務品質の向上に努めております。
　システム・リスクについては、「システム・リスク管理要領」に基づき、管理すべきリスクの所在、種類等を明確にし、定期的な点
検・検査、さらにはシステム監査を実施し、安定した業務遂行ができるよう多様化かつ複雑化するリスクに対しての管理態勢の強
化に努めております。
　その他のリスクについては、苦情相談窓口の設置による苦情に対する適切な処理、個人情報および情報セキュリティ体制の整
備、さらには各種リスク商品等に対する説明態勢の整備など、顧客保護の観点を重視した管理態勢の整備に努めております。

（2）オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法の名称
　当金庫は｢基礎的手法｣を採用しております。
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◆ 出資等エクスポージャーに関する事項 ◆
　銀行勘定における出資等または株式エクスポージャーにあたるものは、上場株式、非上場株式、政策投資株式、上場優先出資証
券、株式関連投資信託、その他ベンチャーファンドまたは投資事業組合への出資金が該当します。
　このうち、上場株式、上場優先出資証券、株式関連投資信託にかかるリスクの認識については、時価評価および最大予想損失額

（VaR）によるリスク計測によって把握し、有価証券にかかる投資方針の中で定める投資枠内での取引に限定するとともに、基本
的には債券投資のヘッジ資産として位置づけており、ポートフォリオ全体のリスク・バランスに配慮した運用を心がけておりま
す。なお、取引にあたっては、当金庫が定める「余裕資金運用規程」に基づいた厳格な運用・管理を行っております。
　非上場株式、政策投資株式、その他ベンチャーファンドまたは投資事業組合への出資金に関しても、当金庫が定める「余裕資金
運用規程」に基づいた厳格な運用・管理を行っております。
　また、リスクの状況は、財務諸表や運用報告を基にした評価による定期的なモニタリングを実施するとともに、その状況につい
ては適宜経営陣へ報告を行うなど、適切なリスク管理に努めております。
　なお、当該取引にかかる会計処理については、日本公認会計士協会の「金融商品会計に関する実務指針」に従った適正な処理を
行っております。

◆ 金利リスクに関する事項 ◆
（1）リスク管理の方針及び手続の概要

　銀行勘定における金利リスクとは、金利が変動することにより、保有する資産・負債の経済価値および金利収益が変動し、損失
を被るリスクのことをいいます。当金庫では金利リスクが経営に与える影響の重大性を認識し、適切に計測、モニタリングし、リ
スク・リターンを勘案のうえ、安定的な収益確保を目指すことをリスク管理の基本方針としています。
　これらの金利リスク以外にも市場リスクや信用リスク等の統合的なリスク量を計測し、自己資本の一定の割合を超えないよ
う、月次で計測・管理し、理事会に報告しております。

（2）金利リスクの算定手法の概要
①開示告示に基づく定量的開示の対象となるΔEVE及びΔNIIに関する事項
（ａ）流動性預金に割り当てられた金利改定の平均満期
　　平均満期は1.25年です。

（ｂ）流動性預金に割り当てられた最長の金利改定満期
　　最長5年としております。

（ｃ）流動性預金への満期の割当て方法（コア預金モデル等）及びその前提
　　金融庁が定める保守的な前提を採用しております。

（ｄ）固定金利貸出の期限前返済や定期預金の早期解約に関する前提
　　考慮しておりません。

（ｅ）複数の通貨の集計方法及びその前提
　　日本円以外の通貨はありません。

（ｆ）スプレッドに関する前提
　　スプレッド及びその変動は考慮しておりません。

（ｇ）内部モデルの使用等、ΔEVE及びΔNIIに重大な影響を及ぼすその他の前提
　　内部モデルは使用しておりません。

（ｈ）前事業年度末の開示からの変動に関する説明
ΔEVE（最大値：上方パラレルシフト）については、保有資産の期間長期化等により増加しました。

②自己資本の充実度の評価、ストレステスト、リスク管理、収益管理、経営上の判断その他の目的で、開示告示に基づく定量的開示
の対象となるΔEVE及びΔNII以外の金利リスクを計測している場合における、当該金利リスクに関する事項
　当金庫では、自己資本の充実度の評価やストレステストの実施にあたり、過去の金利上昇時の事例や景気シナリオに基づく
金利変動による影響を定期的に検証しております。収益管理や経営上の判断その他の目的で金利リスクを評価する場合におい
ては、市場環境を踏まえた金利の見通しなど実現性の高い金利変動等を想定し金利リスクを計測しております。
　内部管理上、市場取引においては、BPV等の金利リスク指標を用いてリスクコントロールを行っており、統合的リスク管理
においては、信用リスクやその他のリスクとともに資本配賦の枠組みのなかで、自己資本に照らし許容可能な範囲に収まるよ
うに管理しております。
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リスク管理債権及び金融再生法開示債権の状況等
　当金庫は、資産の健全性を高め、経営体質の強化を図ることを最重点施策として、不良債権の発生防止とその処理に全力で取り
組み、貸出資産の健全化に努めております。

【信用金庫法開示債権（リスク管理債権）及び金融再生法開示債権の保全・引当状況】
（単位：百万円）

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 927 835
危険債権 3,715 4,418
要管理債権 1,899 1,908

三月以上延滞債権 0 21
貸出条件緩和債権 1,899 1,886

小計 （Ａ） 6,542 7,163
保全額 （Ｂ） 5,484 6,139

個別貸倒引当金 （Ｃ） 767 850
一般貸倒引当金 （Ｄ） 10 11
担保・保証等 （Ｅ） 4,705 5,278

保全率　 　 　 　 　 　 　 　 　 　（Ｂ）/（Ａ） ％ 83.82% 85.71%
引当率　　　　（（Ｃ）+（Ｄ））/（（Ａ）－（Ｅ））％ 42.37% 45.70%
正常債権 （Ｆ） 210,771 209,595
総与信残高　 　 　 　 　 　 　 　 　 　（Ａ）+（Ｆ） 217,313 216,758

（注）1．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及
びこれらに準ずる債権です。

2．「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可
能性の高い債権で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」に該当しない債権です。

3．「要管理債権」とは、信用金庫法上の「三月以上延滞債権」に該当する貸出金と「貸出条件緩和債権」に該当する貸出金の合計額です。
4．「三月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」及び「危険債

権」に該当しない貸出金です。
5．「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取

決めを行った貸出金で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「三月以上延滞債権」に該当しない貸出金です。
6．「個別貸倒引当金」（Ｃ）は、貸借対照表上の個別貸倒引当金の額のうち、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」及び「危険債権」の債権額に対して個別に引当計

上した額の合計額です。
7．「一般貸倒引当金」（Ｄ）には、貸借対照表上の一般貸倒引当金の額のうち、要管理債権の債権額に対して引当てた額を記載しております。
8．「担保・保証等」（Ｅ）は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額の合計額です。
9．「正常債権」（Ｆ）とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権であり、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「要管理債権」以

外の債権です。
10．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「正常債権」が対象となる債権は、貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の

全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）によるものに限る。）、貸出金、外国為替、「そ
の他資産」中の未収利息及び仮払金並びに債務保証見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券

（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）です。
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開示項目一覧
このディスクロージャー誌は、信用金庫法第89条で準用する銀行法第21条に基づいて作成しています。
その基準における各項目は以下のページに掲載しています。

■単体ベースの開示項目
　（信用金庫法施行規則第132条における規定）
1．金庫の概況及び組織に関する事項

（1）事業の組織	 6
（2）理事及び監事の氏名及び役職名	 6
（3）事業所の名称及び所在地	 53

2．金庫の主要な事業の内容	 25

3．金庫の主要な事業に関する事項
（1）直近の事業年度における事業の概況	 3
（2）直近の5事業年度における主要な事業の概況

①経常収益	 38
②経常利益又は経常損失	 38
③当期純利益又は当期純損失	 38
④出資総額	 38
⑤出資総口数	 38
⑥純資産額	 38
⑦総資産額	 38
⑧預金積金残高	 38
⑨貸出金残高	 38
⑩有価証券残高	 38
⑪単体自己資本比率	 38
⑫出資に対する配当金	 38
⑬役員数	 38
⑭職員数	 38
⑮会員数	 38

（3）直近の2事業年度における事業の概況
①主要な業務の指標

ア．業務粗利益・粗利益率・業務純益	 38
イ．資金運用収支、役務取引等収支、
　　　その他の業務収支	 38
ウ．資金利鞘	 38
エ．総資産経常利益率	 38
オ．総資産当期純利益率	 38
カ．資金運用勘定並びに資金調達勘定の
　　　平均残高、利息、利回り	 38
キ．受取利息及び支払利息の増減	 39

②預金に関する指標
ア．流動性預金、定期性預金、
　　　その他の預金の平均残高	 39
イ．固定金利定期預金、変動金利定期預金及び
　　　その他の区分ごとの定期預金残高	 39

③貸出金等に関する指標
ア．手形貸付、証書貸付、当座貸越及び
　　　割引手形の平均残高	 39
イ．固定金利及び変動金利の区分ごとの
　　　貸出金残高	  39
ウ．担保の種類別の貸出金残高及び
　　　債務保証見返額	 39
エ．業種別の貸出金残高及び構成比	 40
オ．使途別の貸出金残高	 40
カ．預貸率の期末値及び期中平均値	 40

④有価証券に関する指標
ア．商品有価証券の種類別の平均残高

「該当ございません」　
イ．有価証券の種類別の残存期間別の残高	 41
ウ．有価証券の種類別の平均残高	 41
エ．預証率の期末値及び期中平均値	 41

4．金庫の事業の運営に関する事項
（1）中小企業の経営の改善

　及び地域の活性化のための取組み	 15
（2）コンプライアンス（法令等遵守）の体制	 19
（3）金融ADR制度への対応	 21
（4）リスク管理の体制	 23

5．金庫の直近の2事業年度における財産の状況
（1）貸借対照表、損益計算書

　及び剰余金処分計算書	 33～37
（2）会計監査人の監査を受けている旨	 34
（3）代表者による確認書	 34
（4）次に掲げるものに関する取得価額

　又は契約価額、時価及び評価損益
①有価証券	 41
②金銭の信託	 「該当ございません」　
③施行規則第102条第1項第5号に掲げる取引

「該当ございません」　
（5）自己資本の充実の状況	 43～50
（6）貸出金償却の額	 40
（7）貸倒引当金の期末残高及び期中増減	 40
（8）金庫の有する債権のうち次に掲げるものの額及び①から

④までに掲げるものの合計額
①破産更生債権及びこれらに準ずる債権	 51
②危険債権	 51
③三月以上延滞債権（貸出金のみ）	 51
④貸出条件緩和債権（貸出金のみ）	 51
⑤正常債権	 51

6．報酬等に関する事項	 14

■連結ベースの開示項目
　（信用金庫法施行規則第133条における規定）

該当がないことから掲載しておりません。

○任意開示項目
1．地方創生に関する取組み	 7
2．ひらしんの活動・トピックス	 10
3．総代会制度について	 11
4．サービス・商品のご案内	 26
5．手数料のご案内	 29
6．ひらしんのあゆみ	 31
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営業地区・店舗のご案内

大阪府 枚方市・寝屋川市・門真市・守口市・大東市・四條畷市・交野市・高槻市・茨木市・摂津市・吹田市・
東大阪市・三島郡島本町

大阪市 中央区・北区（旧大淀区除く）・東淀川区・淀川区・城東区・鶴見区・旭区・都島区・東成区・西区
京都府 八幡市・京田辺市・相楽郡精華町
奈良県 生駒市

【営業地区】

【店舗一覧】
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車
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くずは支店
かごの屋くずは店出張所

東山出張所
家具町支店牧野駅出張所

JR長尾駅前
出張所

牧野支店

御殿山出張所
甲斐田支店 長尾支店

岡本町出張所

本店営業部枚方公園前支店 星丘
  支店 津田支店

光善寺駅前支店

交野支店
東香里支店

JR河内磐船出張所

寝屋川支店
JR星田出張所

寝屋川駅前出張所

寝屋川西支店

忍ケ丘支店
大和田支店

門真東支店

四条畷支店

守口支店

守口東支店 JR四条畷駅前出張所

イオンモール四條畷出張所

枚方市駅出張所
関西医科大学附属病院出張所

ライフ香里園店出張所

枚方東IC

枚方学研IC

交野北IC

交野南IC

寝屋川北IC

門真IC
門真IC

門真JCT

大東鶴見IC

東大阪IC

摂津南IC

寝屋川南IC

八幡東IC

京田辺松井IC
京田辺PA

大東市

四條畷市

枚方市

交野市

寝屋川市

守口市

門真市

樟葉

牧野

御殿山

枚方市

枚方公園

光善寺

香里園

寝屋川市

萱島

門真市守口市

大和田

長尾

藤阪

津田

河内磐船

星田

寝屋川公園

忍ヶ丘

住道

野崎

四条畷

宮之阪

星ヶ丘
村野

郡津

交野市

河内森

私市

店外ATM14ヶ所
店舗20ヶ店

皆さまの身近に広がる

ひらしん
ネットワーク

（2022年6月末現在）



検索検索ひらしん

地域をつなぐ《ひらしん》のネットワーク
（●：両替機設置店舗）

● 本店営業部 枚方市岡東町14-36 072（841）1171（大代)
● 寝屋川支店 寝屋川市初町6-28 072（821）4647（代）

守口支店 守口市桜町5-5 06（6991）3833（代）
● 牧野支店 枚方市牧野阪2丁目9-15-103 072（856）1531（代）
● 大和田支店 門真市野里町4-13 072（881）3481（代）
● 四条畷支店 大東市明美の里町4-6 072（877）1551（代）
● 枚方公園前支店 枚方市堤町3-24 072（843）5137（代）
● くずは支店 枚方市楠葉花園町14-1エルくずは 072（856）8601（代）

※令和3年6月21日より仮店舗にて営業

● 忍ヶ丘支店 四條畷市岡山東2丁目1-32 072（879）1331（代）
● 交野支店 交野市私部西1丁目4-20 072（891）0131（代）
● 家具町支店 枚方市長尾家具町1丁目7-11 072（868）5111（代）

津田支店 枚方市津田駅前1丁目2-2 072（859）0101（代）
光善寺駅前支店 枚方市北中振2丁目1-24 072（834）8811（代）
甲斐田支店 枚方市甲斐田東町1-12 072（840）3588（代）
星丘支店 枚方市星丘2丁目22-47 072（840）1250（代）

● 長尾支店 枚方市長尾荒阪1丁目3866-6 072（850）0112（代）
東香里支店 枚方市高田2丁目25-50 072（852）7001（代）
寝屋川西支店 寝屋川市黒原城内町31-10 072（838）7711（代）

● 門真東支店 門真市下馬伏町26-11 072（884）1571（代）
守口東支店 守口市西郷通4丁目3-8 06（6996）2231（代）

店外ATMコーナー
（平日の営業時間 … ▲ 8：00〜21：00　■ 7：00〜22：00

◎◎ 9：00〜23：00　◆ 7：00～23：00）

▲ 本店営業部 関西医科大学附属病院出張所 枚方市新町2丁目3-1
■ 本店営業部 御殿山出張所 枚方市御殿山町2-1-1
▲ 本店営業部 岡本町出張所 枚方市岡本町7番1-107
◆ 本店営業部 枚方市駅出張所 枚方市岡東町19-14
■ 寝屋川支店 寝屋川駅前出張所 寝屋川市八坂町15-6
■ 牧野支店 牧野駅出張所 枚方市牧野阪2丁目4-2
■ 四条畷支店 JR四条畷駅前出張所 大東市学園町1-50
■ くずは支店 東山出張所 枚方市東山2丁目46-1
■ くずは支店 かごの屋くずは店出張所 枚方市北船橋町29
◎◎ 忍ヶ丘支店 イオンモール四條畷出張所 四條畷市砂4丁目3-2
■ 交野支店 JR河内磐船出張所 交野市森南1-6
■ 光善寺駅前支店 ライフ香里園店出張所 寝屋川市香里新町28-3-1
■ 長尾支店 JR長尾駅前出張所 枚方市長尾元町5丁目21-5
■ 東香里支店 JR星田出張所 交野市星田5丁目11-5

※令和4年8月31日で営業終了予定

金融円滑化苦情・相談窓口
 0120（414）051

新商品のご案内等の最新情報は
《ひらしん》ホームページをご覧ください
http://www.shinkin.co.jp/hirakata/
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本店営業部

牧野支店

枚方公園前支店

交野支店

光善寺駅前支店

長尾支店

門真東支店

寝屋川支店

大和田支店

くずは支店（イメージ）
令和5年オープン予定

家具町支店

甲斐田支店

東香里支店

守口東支店

守口支店

四条畷支店

忍ヶ丘支店

津田支店

星丘支店

寝屋川西支店

店舗・ATM一覧




